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研究成果の概要（和文）：本研究は中心市街地活性化政策の効果を評価し，社会的に望ましくシンプルで実行可
能性の高い対象地域の選定ルールを提示した．選定ルールは人口統計や企業間取引ネットワークなどの地域の属
性に基づいて定めた．政策は地価と個人所得税収への全体的な効果はもたらさなかった．小売売場面積，可住地
面積あたり小売売上及び小売従業者数には平均的にみて正の効果をもたらしたが，効果は地域によって異なる部
分が大きく，本研究で提示した選定ルールを用いればより大きな効果を達成できる．また，最も効果的な選定ル
ールはターゲットとする経済変数によって異なるため，単一のルールで複数の目標を同時に達成することは困難
であることが示された．

研究成果の概要（英文）：This study evaluates the treatment effects of a place-based policy in Japan 
and proposes socially desirable and feasible treatment assignment rules. Treatment rules are 
constructed based on regional characteristics such as demographics, suburbanization, and local 
production network. The program shows positive effects on retail floor space, retail sales per 
inhabitable area, and retail employment per inhabitable area. However, the treatment effects are 
significantly heterogeneous, and implementing the proposed rules in cities with modest downtown 
decay could lead to larger welfare gains. The regional characteristics that yield the highest 
welfare gains differ for each outcome, highlighting the challenge of pursuing multiple objectives 
with a single rule. While the program is effective for its main target industry, no significant 
effects are observed on general economic outcomes such as land prices and income tax revenues.

研究分野： 都市・地域経済学

キーワード： 空間経済学　ネットワーク　政策評価

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では，地域の属性に条件付けた形で中心市街地活性化政策の効果を推定することで優先的に政策の対象と
すべき地域の属性を明らかにし，対象地域を選ぶ際の判断基準である「処置選択ルール（treatment choice 
rule）」を現実への適用可能性を重視したシンプルな形で提示した．この処置選択ルールが1つのガイドライン
として，中心市街地活性化政策などの「地域に基づく政策（place-based policy）」の立案・運営に寄与するこ
とが期待される．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
地域政策を実施するうえで，対象地域をどのように選定するかという課題がある．1998 年よ

り行われている中心市街地活性化政策では，2006 年に中心市街地活性化法が改正された際，「選
択と集中」の原則のもと，意欲的な取組を行う市町村を重点的に支援していく方針が決定された．
限られた予算のなかで効果的に政策を実施するために，対象地域の選定をエビデンスに基づい
て行うことが重要であるが，そのような対象地域の選定ルールに関するエビデンスは十分に提
供されていないのが現状である．中心市街地活性化政策では，認定を受けたいと考える市町村が
中心市街地活性化基本計画を策定し，内閣府より認定（以下，中活認定と呼ぶ）を受ける必要が
ある．しかし，各地方自治体の定期・最終フォローアップに関する報告書を見る限り，政策によ
る影響は認定市の間で一律に見られるわけではなく，地域の属性に依存している可能性が示唆
される．また，中心市街地活性化政策はより広くとらえれば「地域に基づく政策（place-based 
policy）」として位置付けられるが，国外の place-based policy に目を向けても，Nuemark and 
Simpson (2015)によりまとめられているように，効果に関するコンセンサスは得られておらず
，国や地域の実情に依存する部分が大きい．したがって，政策の効果を最大限にするために，地
域の属性に応じた対象地域の選定ルールを適切に定めることが重要になる． 
 
 
２．研究の目的 
本研究では，地域の属性に条件付けた形で中心市街地活性化政策の効果を推定することで優

先的に政策の対象とすべき地域の属性を明らかにし，対象地域を選ぶ際の判断基準である「処置
選択ルール（treatment choice rule）」を現実への適用可能性を重視したシンプルな形で提示す
る．これにより，中心市街地活性化政策などの「地域に基づく政策（place-based policy）」の
立案・運営に寄与するガイドラインを提供することを目的とする． 
 
 
３．研究の方法 
Kitagawa and Tetenov (2018)などによる「処置選択ルール（treatment choice rule）」に関

する研究を参考にして，中心市街地活性化政策の対象地域の選定ルールを計算する．そのために
まず，地域の属性に応じた条件付き平均処置効果（Conditional Average Treatment Effect: 
CATE）を推定する．この CATE を推定するためには，政策効果の因果推定でよく用いられる差の
差分析（Difference-in-Difference: DID）では十分でない．差の差分析が通常の仮定のもとで
識別できるのは処置群における平均処置効果（Average Treatment Effect on Treated: ATET）
であるが，対象地域の選定ルールを定めるためには，処置群だけでなく政策の対象にならない対
照群についても平均処置効果を推定する必要がある．本研究では，Heckman and Vytlacil (2005)
などによる限界処置効果（Marginal Treatment Effect: MTE）のアプローチを用いる．MTE は，
分析者が観測できない処置のコストに条件付けられた処置効果であるが，この MTE が推定でき
れば，観測できない処置のコストについて積分することで平均処置効果を得ることができる． 
 中心市街地活性化政策の対象地域はランダムに決まっているわけではなく，地域の経済状況
と関連していると考えるのが妥当である．したがって，ここで考える“処置”（つまり，中活認
定）には内生性がある．本研究では，操作変数を導入することにより内生性に対処する．操作変
数としては，地方自治体の公務員数のうち中央政府から当該自治体への出向者数が占める割合
を考える．出向者数（のシェア）は地方自治体の中活認定の見込みに影響を与えるが，出向者数
は全国でばらついていて，中央政府と地方自治体の関わり方は多様であり，経済状況などで単純
に決まっているとは考えにくいという想定である． 
 政策の効果を推定するうえでの地域の経済変数としては，全体的な効果を見るために地価と
可住地面積あたり個人所得税収，主要な対象産業である小売業への効果を見るために小売売場
面積，可住地面積あたり小売売上，可住地面積あたり小売従業者数を考える．対象地域の選定ル
ールを条件付ける地域の属性は 2つのカテゴリーに分かれる．1つ目のカテゴリーでは，人口密
度と企業間取引ネットワークにおいて同一産業内取引の多さを表す指標を考える．この指標は，
ネットワーク科学の分野においてモジュラリティと呼ばれているものである．都市・地域経済学
では，経済活動が地理的に集中することのメリットを「集積の経済」と呼ぶが，１つ目のカテゴ
リーでは各地域の集積の経済の強さをとらえている．特に，人口密度は経済活動が集中すること
により生じる全般的な集積の経済である「都市化の経済」，モジュラリティは特定産業の経済活
動が集中することにより生じる「地域特化の経済」と多産業の経済活動が集中することにより生
じる「ジェイコブズの外部性」のバランスを表している．2つ目のカテゴリーでは，高齢化率と
世帯あたり自動車保有台数を考える．これらの変数を考えるのは，少子高齢化とモータリゼーシ
ョンが中心市街地活性化政策の背景として挙げられていることによる． 
 処置選択ルールとしては，２つの変数にそれぞれ下限値と上限値を定め，両変数とも値が下限
値と上限値の間にある地域を政策対象とするルールを考える．このようなルールは「四角形ルー



ル（quadrangle rule）」と呼ばれる．ルールの形式を決めるうえでは，現実への適用可能性が高
いシンプルなものであることを重視した．各変数の下限値と上限値は，対象地域の経済変数の合
計値が最大となるように定める．このような四角形ルールを上述の１つ目のカテゴリー（人口密
度と企業間取引ネットワークのモジュラリティ）と２つ目のカテゴリー（高齢化率と世帯あたり
自動車保有台数）のそれぞれについて計算する． 
 
 
４．研究成果 
政策は小売売場面積，可住地面積あたり小売売上，可住地面積あたり小売従業者数には平均的

にみて正の効果をもたらしたが，地価と可住地面積あたり個人所得税収への全体的な効果は見
られなかった．一方で，政策の効果には異質性（heterogeneity）があるという結果が統計的に
有意な形で得られた．つまり，政策の効果は地域によって大きく異なるということであり，この
ことは政策対象を適切に選定することの重要性を示唆している．小売売上については，高齢化率
と世帯あたり自動車保有台数をもとに選定することで高い効果を達成することができ，両変数
とも適度な水準の地域を対象にするべきであるというルールが得られた．小売売場面積と小売
従業者数については，人口密度と企業間取引ネットワークのモジュラリティをもとに選定する
ことで高い効果を達成することができ，人口密度は適度な水準で，地域特化の経済が強い地域を
対象にするべきであるというルールが得られた．つまり，すでに中心地市街地が活性化している
と考えられる地域（高齢化もモータリゼーションも進んでおらず人口密度が高い地域）では政策
が効果を発揮する余地は乏しく，一方で中心地市街地が深刻な状況にあると考えられる地域（高
齢化もモータリゼーションも進んでいて人口密度が低い地域）ではより抜本的な介入が必要で
あるということが示唆される．これらの選定ルールは，実際に行われた中心市街地活性化政策で
対象となった地域を選定した場合よりも高い効果をもたらす．また，小売売上は高齢化率と世帯
あたり自動車保有台数，小売売場面積と小売従業者数は人口密度と企業間取引ネットワークの
モジュラリティをもとに選定することで最も高い効果が得られるという結果から示唆されるよ
うに，最大の効果が得られる選定ルールはターゲットとする経済変数によって異なるため，単一
のルールで複数の目標を同時に達成することは困難であることが示された． 
今後の展望として次の 2点を挙げる．1点目として，本研究では地域として申請主体である市

を考えたが，中心市街地活性化政策で対象となるのは市が定める中心市街地であり，市全体では
ない．もっとも，中心市街地の活性化に関する法律には「当該市街地における都市機能の増進及
び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進することが，当該市街地の存在する市町村及びそ
の周辺の地域の発展にとって有効かつ適切であると認められること．」とあり，市街地だけでな
く申請主体である市全体を評価の対象とすることは法律と整合している．しかし，市街地の形状
や面積は地方自治体によって異なり，市街地が複数存在する地方自治体もある．それらのバリエ
ーションを考慮した分析が望まれる．2点目として，ある地方自治体の中活認定が，近隣の地方
自治体に与える影響は考慮しなかった．例えば，認定を受けた市で小売従業者数が増えたとして
も，それは近隣の地方自治体から小売従業者が移動してきた結果である可能性もある．そのよう
な，中活認定がもたらす地方自治体間のスピルオーバー効果を考慮した分析が望まれる． 
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